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†　現在，ネットワークテクニカルオペレーシ
ョンセンター

＊1 世界無線通信会議（WRC）：各周波数帯
の利用方法，衛星軌道の利用方法，無線
局の運用に関する各種規定，技術基準な
どをはじめとする国際的な電波秩序を規
律する無線通信規則の改正を行うための
会議で，各国主管庁およびITUに登録し
ている事業者などの関係団体が出席し，
通常3～4年ごとに開催される．

＊2 技術試験事務：電波を有効に利用できる実
現性の高い技術について技術的検討を行
い，その技術の早期導入を図ることを目的
として，総務省により実施されている施策．

＊3 周波数利用効率：単位時間，単位周波数
当りで伝送できる情報ビット数．

1. まえがき
ドコモでは，ブロードバンド移動

通信の実現に向けて第4世代移動通

信システムであるIMT（Internation-

al Mobile Telecommunications）-

Advancedの研究開発を進めている．

効率的なブロードバンド移動通信

の実現にあたっては，高度な無線通

信技術に加え，連続した広い周波数

帯域を利用することが必要となる．

ITU（International Telecommunica-

tion Union）の2007年世界無線通信

会議（WRC-07：World Radiocom-

munication Conference-2007）＊1にお

いても，ブロードバンド移動通信の

必要性が認められ，IMT（第3世代

および第4世代移動通信システム）

に使用する新たな周波数として，計

428MHz幅が確保された[1]．これを

受けて，各国においてIMTで使用す

る周波数の検討が進められている．

これらの新たな周波数帯の中で，

ブロードバンド移動通信に適した

3GHz帯以上の周波数帯について

は，3.4～3.6GHz（200MHz幅）の

帯域がIMT周波数として割り当てら

れた．さらに日本や欧州では，IMT-

Advancedを含むブロードバンド移

動通信の周波数として，3.6GHz以

上の周波数帯の使用も検討されて

いる[2][3]．しかしながら，これら

の周波数帯域では，世界的に固定衛

星通信業務（FSS：Fixed Satellite

Service）として衛星通信システムが

運用されているため，IMT-Advanced

の導入にあたっては，これらの既存

システムとの周波数共用技術の確

立が特に重要となる．そのために

は，既存システムの保護を前提とし

つつ，IMT-Advancedの通信エリア

や通信速度の十分な確保を行うこ

とが重要な課題である．

このような背景の下，総務省の技

術試験事務＊2として，「次世代移動

通信システムの周波数共用技術」に

関する調査検討会が行われ，IMT-

Advancedと既存業務との周波数共

用についての技術的調査が行われた．

ドコモは，周波数利用効率＊3の高

いIMT-Advancedの導入を早期かつ

円滑に行うことを目指して，この調

査検討会への積極的な貢献を行っ

てきた[4][5]．前回本誌に掲載した

記事[4]では，本調査検討の背景や，

検討開始後2年間の検討に基づく最

終年度に向けた検討方針について
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報告した．

本稿では，その後の周波数共用技

術に関するドコモの取組みを中心

に，4年にわたる調査検討会での検

討により得られた主な結果につい

て概説する．なお，本検討は，調査

検討会の構成員であるパナソニッ

クモバイルコミュニケーションズ

株式会社とともに推進した．

2. 次世代移動通信シス
テムの周波数共用技
術に関する調査検討

「次世代移動通信システムの周波

数共用技術」に関する調査検討会

は，2006年度から2009年度までの4

年にわたり設置され，ドコモを含む

移動通信事業者，衛星通信事業者，

国内外の主要メーカなどが構成員と

して参加し，次世代移動通信システ

ムの周波数共用技術に関するさまざ

まな角度からの調査検討が行われた.

本調査検討会は，主にマイクロ波

帯（3～4GHz帯）の周波数有効利

用に資するため，次世代移動通信

システムの周波数共用技術につい

ての調査検討を通して，我が国にお

ける次世代移動通信システムの技

術基準の策定に寄与することを目

的としている．

具体的には，IMT-Advancedの導

入が検討されている周波数帯（3～

4GHz帯）に対して，主に次の検討

が行われた．

・システム共用検討のための伝

搬モデルの検証

・既存システムの受信性能調査

・周波数共用技術の実現可能性

に関する検証

3. システム間干渉
検討用伝搬モデル
ITU-R勧告P.452の
検証

ITU-R（Radiocommunication sec-

tor）＊4勧告P.452には，システム間

の共用にかかわる干渉計算用の伝搬

モデルが規定されている[6]．

本検討では，この伝搬モデルを，

IMT-AdvancedとFSSの周波数共用

検討に用いることの妥当性を明らか

にするため，干渉計算を行ううえで

影響が大きい，異常伝搬発生確率お

よびクラッタ損失に着目し，モデル

の検証を行った[7]～[10]．

3.1 異常伝搬発生確率の検証
夜間冷却などにより，地表付近

とその上空の空気に温度の逆転層

が形成されることに起因するダク

ト効果のように，電波が通常より

も遠くまで伝搬する現象が発生す

る確率について，実験により検証

を行った．この現象は，伝搬損失の

推定値を小さくする伝搬損失推定

における重要な要素であり，本検

討では，勧告P.452により算出され

る推定値の妥当性を確認するため，

その指標の1つとなる異常伝搬発生

確率を実験により確認する．

本実験では，東京都武蔵野市と

神奈川県横須賀市に送受信機を設

置し，1年以上にわたり伝搬状況を

観測した．

測定された伝搬減衰量（PLMES）

が見通し伝搬での減衰量（PLFSL）

を下回る累積確率（時間率）を評価

した結果を図１に示す．結果から，

実験結果と勧告P.452で規定されて

いる推定方法により算出した値が，

よく一致していることが確認でき

た．

3.2 クラッタ損失の妥当性の検証
クラッタとは，送受信装置の周囲

に存在し，送受信機間の伝搬に対し

て大きな影響を与える地物（建物や

地形変動）を指す．

クラッタ損失の勧告P.452におけ

る算出方法において，都市部を想定

して規定されているクラッタパラ

メータの妥当性について検証を行

い，発展を続ける都市構造に対し

て，既存の算出方法のパラメータセ

ットでは，想定される平均建物高が

十分ではないことを明らかにした．

この検証結果に基づき，2009年6月

に開催された ITU-R SG3（Study

Group 3）WP3M（Working Party

3M）＊5 会合において，都市部中心な

どのエリアに使用するクラッタパ

ラメータなどの新しいパラメータ

セットの追加提案を行った[7]．本

提案は承認され，勧告P.452の第14

版に反映された．

さらに，現状の算出方法では考慮

されていない，周波数特性および干

渉確率を考慮した算出方法について

も提案を行った[10]．今後は，この

算出方法が勧告P.452の改訂版に盛

り込まれるように提案を行っていく

＊4 ITU-R：電気通信分野における国際連合の
専門機関である国際電気通信連合（ITU）
の無線通信部門で，無線通信に関する国
際的規則である無線通信規則の改正に必
要な検討，無線通信の技術・運用などの
問題の研究，勧告の作成および周波数の
割当て・登録などを行う機関．

＊5 ITU-R SG3 WP3M：ITU-Rにおいて，電
波伝搬を取り扱う第3研究委員会（SG3）
の傘下に設置されている，ポイント・ポ
イント伝搬および地上・宇宙間伝搬を専
門に扱う作業部会（WP3M）．
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予定である.

4. 周波数共用
技術適用のための
システム調査

周波数共用条件および共用技術の

検討を行ううえでは，IMT-Advanced

と衛星システムとの間に必要なガー

ドバンド＊6幅の決定などにおいて，

共用対象となるシステムの受信装置

特性を把握することが必要である．

そこで，これらの点に関して，共

用が想定される衛星通信システム

のFSS受信機で使用される市販の

LNB（Low Noise Block converter）＊7

/LNA（Low Noise Amplifier）＊8を用

いた実験（図 2）を基に，AM

（Amplitude Modulation）-AM特性＊9

およびAM-PM（Phase Modulation）

特性＊10について，LNB/LNAに適し

たモデルを提案した[11][12]．

また，AM-PM特性の評価には，

測定系全体が安定した周波数によ

り動作している必要がある．しか

し，LNBは周波数変換機能をもつ

機器であり，かつ内蔵されている局

部発振器の周波数維持性能は必ず

しも安定していない．そこで，この

ような状況においても，精度よく測

定が可能な方法を提案した[11]．

さらに，市販のLNBに関する帯

域外歪み特性に関して，モデルによ

り推定された形状と実験により得

られた結果がよく一致しているこ

とが分かり，提案したモデルおよび

モデルを用いた評価の妥当性が確

認できる（図3）[13]．さらに，AM-

AM特性とAM-PM特性各々の影響

の評価を行い，歪み発生の要因とし

てはAM-AM特性が支配的である

が，正確に推定を行うには，AM-

PM特性の考慮も必要になる場合が

あることを示した[14]．

5. 周波数共用技術の
検証

ITU-R 報告M.2109[15]において，

IMT-AdvancedとFSSとの共用検討

について報告されている周波数共

用時に有効とされる3つの干渉緩和

技術（MIMO：Multiple Input Multi-

ple Output＊11，Sector Disabling（一

部セクタ停波），DSA：Dynamic

Spectrum Access/Allocation（動的周

波数制御））が報告されている．本

検討では，これらの技術について屋

外実験検証を含めた検討を行い，干

渉抑圧効果などを明らかにした．そ

して，これらの検証結果の一部は，

2010年6月に開催されたITU-R SG5

WP5D ＊12会合へ入力を行い[16]，

＊6 ガードバンド：システム間の電波干渉を
防ぐため，システムごとに割り当てられ
る周波数帯域間に設けられる帯域．

＊7 LNB：周波数変換機能を併せもつLNA
（＊8参照）．

＊8 LNA：アンテナで受信された信号を初め
に増幅する装置．増幅時に加えられる雑
音レベルが低く，微弱な受信信号でも歪

みが少ない状態で増幅される．
＊9 AM-AM特性：入力振幅に対する出力振幅

の特性．理想的には，入力振幅と出力振
幅が比例関係となるが，特に過大な振幅
が入力されると，出力振幅が理想的な場
合に比べ小さくなる．

＊10 AM-PM特性：入力振幅と入出力位相差の
関係．理想的には，入力振幅にかかわら

ず，入出力の位相差は一定の値となるが，
特に過大な振幅が入力されると，位相差
が理想的な場合の値からかい離する．

干渉波 

与干渉局 

OFDM信号 
発生器 LNB 信号検出器 

被干渉局 

OFDM：Orthogonal Frequency Division Multiplexing

図2 LNB検討における干渉評価モデル
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図1 異常伝搬発生確率の実験結果
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IMTとFSSの周波数共用技術に関し

て作成が進められているITU-R新勧

告案の作業文書に反映された[17]．

5.1 実験概要
本実験は，神奈川県横須賀市YRP

付近で実施した．実験を行ったエリ

アの概要および送信アンテナの設

置状況などを図4に示す．

受信信号の測定は，Sector Dis-

ablingおよびDSAに関する実験にお

いては，測定車を用いた装置のみを

用い，MIMOの実験においては，開

口面アンテナを用いて干渉信号の

測定を行った.

5.2 MIMOによる干渉抑圧
効果

一般にMIMOは，送受信側で複

数のアンテナを使用する無線通信を

指すが，報告M.2109では，主に送

信側で複数のアンテナを使用してビ

ームを形成することにより，干渉の

回避を行う方式[18][19]として言及

されている．本検討では，このビー

ム形成による干渉抑圧効果を屋外実

験により検証した．具体的には，1

基地局（BS：Base Station）が複数

のアンテナを使用する基本構成に加

え，セクタ間／サイト間で連携する

構成について検証を行った（図5）

[16][17]．

この検証により得られた結果を

表1に示す．結果より，MIMO技術

におけるビーム形成の適用により

15dB程度の大きな干渉抑圧量が達

成できることが分かる．また，表に
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＊11 MIMO：複数の送受信アンテナを前提と
し，マルチパスなどにより生じる各アン
テナ間の伝搬特性の違いを利用し，特定
のアンテナで受信される電力の強さの制
御や，複数の独立した情報を同時に伝送
することを可能とする無線技術．ここで
は，被干渉局への干渉電力を抑圧しつつ，
所望受信局での受信電力を大きくするよ

うに送信アンテナウェイトを制御．
＊12 ITU-R SG5 WP5D：ITU-Rにおいて，移

動通信，固定通信などの地上業務を取り
扱う第5研究委員会の傘下に設置されて
いる，IMTを専門に扱う作業部会．

 

300m
ビル 

トンネル セクタY

セクタB

セクタA

セクタX

居住地区 

居住地区 

BS

丘陵部 

丘陵部 

丘陵部 

（a） 送信アンテナ （b） 開口面アンテナ（固定受信用） 
　　 と測定車（移動受信用） 

（c） 実験エリア 

図4 屋外実験のエリア概要および送信アンテナの設置状況
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電
力
密
度
 

周波数 

Input＝－60dBm

Input＝－50dBm

Input＝－40dBm

Input＝－70dBm

20
dB
m

＋  実測値 
　  モデルによる推定値 

図3 シミュレーションと実験による帯域外歪みの比較
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は示していないが，サイト間で連携を

行った場合に，個別の局部発振器＊13

を用いると，これらの発振周波数が

変動することで，抑圧効果が劣化す

ることを確認した．

5.3 Sector Disablingによる
干渉抑圧効果

Sector Disablingは，非優先側の送

受信機を設置する際に，被干渉局が

存在する方向のセクタを使用しな

いことで，被干渉局へ与える影響を

回避する方法である．この方式は，

高度な技術を用いずに，大きな干渉

抑圧効果が得られる方法として期

待される．

本方法の適用効果を実伝搬環境

で確認した結果を表2に示す．本実

験では，セクタA，B，X，Yの中

で，セクタAあるいはセクタBのみ

を停波した場合の該当セクタ内全

体および中心部（図6）の干渉抑圧

効果を測定した．実験結果より，セ

クタ内全体でも7dB程度，セクタ中

心部では，約8dBの干渉抑圧効果が

得られることが分かり，これらはシ

ミュレーションにより検討した結

果とほぼ一致することを確認した

[16][17]．

5.4 DSAによる
干渉抑圧効果

DSAは，広義では，動的に周波数

を割り当てる方式を指すが，ここで

は，被干渉局での干渉波電力などの

情報を使用して与干渉局の使用周

波数帯や送信電力などを制御する

方法を想定している．この方式は，

「被干渉局が実際に許容できる干渉

レベルに基づく動的な周波数共用」

を実現するうえで，重要な技術の

1つである．DSAに分類される技術

として，ドコモでは，送信電力制

御＊14を用いた優先システムと非優

先システムの周波数共用に関して

方式提案を行ってきており[20][21]，

本検討では屋外実験による効果検

＊13 局部発振器：各送受信機内で独立して，一
定の周波数をもつ信号を発生させる装置．

＊14 送信電力制御：目標となる基準を満たす
ように，送信機の電力を適応的に変更す
る技術．本稿では，被干渉局での受信電
力を一定以下とするように送信電力が制
御される．

所望受信局に対してビームを 
向ける（マルチパス合成後の 
電力を大きくする） 被干渉局に対してヌルを 

向ける（マルチパス合成 
後の電力を小さくする） 

所望受信局（IMT-Advanced  
Mobile Station） 

与干渉局（IMT-Advanced BS） 

被干渉局（FSS地球局） 

セクタ内MIMO
1セクタに複数アンテナが必要 

セクタ間MIMO サイト間MIMO

セクタ当り1アンテナのBSでも 
MIMO技術を適用可能 

図5 屋外実験検証において想定したMIMO構成

セクタA

セクタB

6.9dB

7.5dB

8.2dB

8.1dB

セクタ中心 
領域 

全セクタ領域 

表2 Sector Disablingによる干渉抑圧
効果の検証結果

セクタ内 

セクタ間 

サイト間 

18.1dB

14.7dB

14.8dB

MIMO 構成 
FSS局における 
干渉抑圧量 

表1 MIMOによる干渉抑圧効果の検証
結果
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証を行った[22].

屋外実験で得られた測定結果を

図7に示す．これを基に算出した結

果により，送信電力を適応的に変更

する ATPC（ Adaptive Transmit

Power Control）を用いると，送信電

力を固定とし，送信可能な場合にの

み送信を行うFTPC（Fixed Transmit

Power Control）に比べ，通信容量を

大幅に増加可能であることを示す

ことができた．また，許容される基

準レベルMIN（雑音レベルに対する

相対値）が大きくなるほど，IMT-

Advancedで達成される通信容量が

大きく改善されることが確認でき

た（図8）．これらのことから，被干

渉局での所望信号の受信状態によ

り干渉許容レベルを動的に制御す

ることは，全体の周波数利用効率改

善に対し非常に有効な方法である

ことが分かる.

6．あとがき
本稿では，IMT-Advancedの円滑

な導入に必要となる既存システムと

の周波数共用技術に関するドコモ

の取組みを中心に，総務省の技術試

験事務に係る調査検討会で得られ

全セクタ領域 

セクタ中心領域 

動作中のセクタ 

15° 

停滞したセクタ 

図6 セクタ停波による干渉抑圧効果
の検証における測定エリア
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図7 屋外実験により測定された受信電力分布
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図8 IMT-Advancedにより達成される通信容量
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た主な検討結果について概説した.

今後は，これらの成果の一部を

ITU-Rの関連会合へ入力するととも

に，周波数共用技術の発展的技術に

ついて，引き続き検討を行う予定で

ある．
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